
政 治・経 済

〔第一問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

1950年に勃発した朝鮮戦争を受けて，GHQの指令のもと日本政府は，同年に

［ 1 ］を設けた。［ 1 ］は，1952年に保安隊に改編され，1954年に自衛隊の

発足へと至る。自衛隊は，日本を防衛することを主な任務としており，陸海空の三

自衛隊で構成される。

1951年9月に日本の［ 2 ］首相（首席全権）と全権委員らは，国際社会への復

帰を果たすべく主に西側諸国と［ 3 ］平和条約に調印した（1952年4月に発

効）。さらに［ 3 ］平和条約の締結直後に［ 2 ］首相は，単身で日米安全保障

条約に調印した（1952年4月に発効）。日米安全保障条約のもとで占領米軍は駐留

軍となり，日本は米軍に基地を提供することになった。その後，1960年に日米安

全保障条約は日米相互協力及び安全保障条約に改定された。これによって米軍の日

本防衛義務が明確化された一方で，日本も防衛力の増強義務を負うことになった。

1971年に日本は，核兵器を「持たず，作らず，持ち込ませず」とする非核3原則

を国会で決議した。1978年には［ 4 ］（ガイドライン）が決められ，それ以後に

日米共同作戦研究や共同演習が活発化していった。あわせて，自衛隊の各種装備の

高度化も推進されている。また，日本政府は，1978年度予算から在日米軍の駐留

経費，いわゆる「思いやり予算」を負担するようになった。

1991年に［ 5 ］が発生し，それの終結後に国際貢献などを理由として自衛隊

が海外に初めて派遣された。1992年には［ 6 ］（PKO）協力法が制定され，これ

に基づき自衛隊は，カンボジアやモザンビークなど世界各地に派遣されることにも

なった。

Ｍ 政治・経済

23



（問1） 空欄1～6に入る最も適切な語句を下記の〔語群Ａ〕から1つずつ選び，マ

ーク・シートにマークしなさい。

〔語群Ａ〕

① 日米防衛協力のための指針 ② 湾岸戦争

③ 鳩山一郎 ④ イラン・イラク戦争

⑤ 警察予備隊 ⑥ フォークランド紛争

⑦ 日米相互支援のための指針 ⑧ サンフランシスコ

⑨ ワシントン ⑩ 岸信介

⑪ 世界復興支援 ⑫ 海上保安庁

⑬ 国連平和維持活動 ⑭ 日米同盟強化にむけての指針

⑮ 吉田茂

1991年の冷戦終結とソヴィエト連邦の崩壊によって，日米安保体制は再検討を

余儀なくされることになった。

1996年に日米安全保障共同宣言が合意に至った。この宣言は，日米関係の中核

をなす日米安保体制の重要性を改めて確認し，21世紀に向けた日米同盟のあり方

を内外に示したものである。1997年には前述の1978年に決められたガイドライン

の見直しが行われ，日本周辺での有事の際の日米間の協力・支援などが明確化され

た。日本は，ガイドラインの具体化のため，1999年に［ 7 ］法などを制定し

た。［ 7 ］法によって，日本周辺での武力衝突に対して，自衛隊がアメリカ軍に

物品や役務を提供・支援することなどが可能になった。

2001年にアメリカ同時多発テロ事件が発生し，アメリカはテロリストの拠点で

あるアフガニスタンを攻撃した。この事態を受けて日本は，同年にテロ対策特別措

置法を制定し，アメリカがアフガニスタンで行う対テロ戦争の後方支援（具体的に

は海上自衛官をインド洋に派遣し，米軍などの艦船に海上給油を実施）などを行っ

た。さらに2003年には，日本は［ 8 ］特別措置法を制定し，陸上自衛隊をサマ

ーワに派遣して給水活動を行い，航空自衛隊の輸送機を多国籍軍の輸送業務に従事

させた。加えて，2003年に武力攻撃事態法などの有事法制関連3法，2004年に国

民保護法など有事法制関連7法，2009年に［ 9 ］法（海上自衛隊や海上保安庁の

職員をソマリア沖やアデン湾に派遣し，航行船舶の安全を確保するための法的根

Ｍ 政治・経済
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拠）を，それぞれ制定している。

2014年に［ 10 ］内閣は，いわゆる集団的自衛権について，1970年代以降の憲

法解釈を変更し，それの行使を可能とする閣議決定を行った。2015年には日米両

政府によって，世界規模の米軍支援などを内容に含めたガイドラインが新たに合意

へと至り，日本においては安全保障関連法が制定された。安全保障関連法は自衛隊

法，武力攻撃事態法，［ 7 ］法など10の関係法律を一括して改正する［ 11 ］

法と，自衛隊が海外で後方支援を行うために恒久法として新たに制定された

［ 12 ］法で構成される。

（問2） 空欄7～12に入る最も適切な語句を下記の〔語群Ｂ〕から1つずつ選び，

マーク・シートにマークしなさい。

〔語群Ｂ〕

① 重要影響事態 ② 駐留軍用地 ③ 野田佳彦

④ 菅義偉 ⑤ 中東平和親善 ⑥ 国際平和支援

⑦ イラク復興支援 ⑧ 海上警備行動 ⑨ 存立危機事態

⑩ 平和安全法制整備 ⑪ 国際人道法違反処罰

⑫ 安倍晋三 ⑬ 海賊対処 ⑭ 周辺事態

⑮ 特定公共施設利用

Ｍ 政治・経済
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〔第二問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

第二次世界大戦後，日本国憲法によって労働者の勤労権とともに，労働者の団結

権・団体交渉権・団体［ 1 ］権（労働三権）が保障された。また，これらの権利の

具体化のために，労働基準法・労働組合法・労働関係調整法（労働三法）が整備され

た。労働基準法は労働条件の最低基準を定めた法律であり，原則として，労働時間

については1日8時間，週［ 2 ］時間（法定労働時間）以内とされ，［ 3 ］歳未

満の労働を禁じている。労働組合法は，労働者の団結権の保護を目的として制定さ

れた。同法は，労働組合の正当な行為については［ 4 ］行為も含めて刑事・民事

上の免責を認め，使用者の労働組合に対する［ 5 ］労働行為を禁じている。労働

関係調整法は，労働［ 4 ］の予防や公正な解決を目的とし，労働委員会が斡旋・

［ 6 ］・仲裁などによって労働［ 4 ］を調整できるよう定めた法律である。

（問1） 空欄1～6に入る最も適切な語句や数字を下記の〔語群Ａ〕から1つずつ選

び，マーク・シートにマークしなさい。

〔語群Ａ〕

① 15 ② 18 ③ 20

④ 36 ⑤ 40 ⑥ 48

⑦ 不 法 ⑧ 行 動 ⑨ 緊急調整

⑩ 争 議 ⑪ 同盟罷業 ⑫ 調 停

⑬ 結 成 ⑭ 怠 業 ⑮ 不 当

日本的雇用慣行はバブル経済の崩壊以降，次第に崩れ始め，契約社員やパート，

アルバイトなどの［ 7 ］雇用の労働者が増加した。近年，雇用者に占める

［ 7 ］雇用者の割合は［ 8 ］％近くを占めており，フルタイムで働いても生活

の維持が困難な労働者（＝［ 9 ］）の増大が深刻な社会問題となっている。日本の

労働時間はヨーロッパ諸国などに比べて長く，有給休暇の取得率も低い。時間外労

働や［ 10 ］残業も多く，過労死などの問題も起きている。女性の社会進出と男女

平等の推進のため，男女雇用機会均等法（［ 11 ］年制定）などの法的整備がなされ

てきたが，男性に比して［ 7 ］労働者の割合が高く，賃金水準や昇進の面でも男

女間格差が依然として存在する。2025年の世界経済フォーラムの発表によれば，

日本の［ 12 ］・ギャップ指数は148か国中118位となっている。少子高齢化や経

Ｍ 政治・経済
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済のグローバル化によって，技能実習制度に基づく［ 13 ］労働者の就労も増えた

が，低賃金や時間外労働など人権にかかわる問題が数多く発生している。な

お，2024年に技能実習制度にかわって，育成就労制度の導入が決定された。

（問2） 空欄7～13に入る最も適切な語句や数字を下記の〔語群Ｂ〕から1つずつ

選び，マーク・シートにマークしなさい。

〔語群Ｂ〕

① 20 ② 40 ③ 60

④ 1985 ⑤ 1995 ⑥ 1999

⑦ ニート ⑧ ジェンダー ⑨ 非正規

⑩ 外国人 ⑪ レイオフ ⑫ カルチャー

⑬ ブラック ⑭ サービス ⑮ ワーキングプア

Ｍ 政治・経済
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〔第三問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

2025年度の国の一般会計歳入（当初予算）は115．2兆円であり，税収等と公債金

で構成されている。税収等では歳出全体の約［ 1 ］しか賄えておらず，残りは公

債金に依存している。これまで歳出は一貫して伸び続ける一方で，税収はバブル経

済が崩壊した1990年度を境に伸び悩み，その差は大きく開いてしまった。また，

その差の多くは借金である公債の発行で穴埋めされてきた。近年，新型コロナや

［ 2 ］などに対して，これまでにない規模の［ 3 ］により対応してきたことか

ら，歳出が拡大した。

財務省によれば，普通国債の残高は，累積の一途をたどり，2025年度末には約

1130兆円に上ると見込まれている。また，財政の［ 4 ］を見る上では，国によ

り経済規模が異なるため，GDPに対する借金の総額で比較することが重要であ

る。OECDの推計値（2024年10月）によれば，日本の一般政府の債務残高は GDP

の2倍を超えており，主要先進国の中では日本，［ 5 ］，アメリカ，フランスの

順に高い。

なぜ財政は悪化したのか。1990年度と2025年度を比較すれば，社会保障関係費

や［ 6 ］が大きく伸び，とくに社会保障は年金，医療，介護，こども・子育てな

どの分野に分けられ，国の一般会計歳出の約［ 7 ］を占める最大の歳出項目とな

っている。歳出の増加に対して，税収等の伸びが見合っておらず，不足分を借金に

依存しているため，公債金は約5倍に増加している。

（問1） 空欄1～7に入る最も適切な語句や数字を下記の〔語群Ａ〕から1つずつ選

び，マーク・シートにマークしなさい。

〔語群Ａ〕

① 1／4 ② 3／4 ③ 1／3

④ 2／3 ⑤ 国債費

⑥ 地方交付税交付金等 ⑦ 公共事業関係費

⑧ 防衛費 ⑨ イタリア ⑩ イギリス

⑪ 硬直性 ⑫ 持続可能性 ⑬ 物価高騰

⑭ 暫定予算 ⑮ 補正予算

Ｍ 政治・経済
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日本では，歳出と歳入の乖離が拡大して借金が膨らんでおり，受益と負担のバラ

ンスがとれていない状況にある。日本は，他国に類をみない速度で高齢化が進んで

いる。2025年にはいわゆる「団塊の世代」の全員が後期高齢者である［ 8 ］歳以

上になる。後期高齢者になると，1人当たりの医療や介護の費用は急増し，財政を

さらに悪化させる。

国の財政状況の悪化により，国が発行する国債や通貨に対する信認が低下すれ

ば，［ 9 ］が大きく上昇したり，円の価値が暴落して過度な［ 10 ］になるリス

クがある。また，借金返済の負担が先送りされることで，将来世代が社会保障や教

育など必要なものに使用できる資金が減少したり，［ 11 ］などによって負担が増

加するおそれがある。さらに，今後，［ 9 ］の上昇によって［ 12 ］が増え，財

政の余力が少なくなる可能性がある。公債発行に依存せず，財政健全化を進めてい

くことが重要である。

（問2） 空欄8～12に入る最も適切な語句や数字を下記の〔語群Ｂ〕から1つずつ

選び，マーク・シートにマークしなさい。

〔語群Ｂ〕

① 70 ② 75 ③ 80

④ 円 安 ⑤ 債務償還費 ⑥ 利払費

⑦ 金 利 ⑧ 円 高 ⑨ 増 税

⑩ 減 税 ⑪ 国債価格 ⑫ 投 資

⑬ 消 費 ⑭ 資本流入 ⑮ 資本流出

Ｍ 政治・経済
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〔第四問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

日本国憲法は，98条1項において，憲法は国の［ 1 ］であること，憲法に反

する
ａ
法律，命令，詔勅および国務に関するその他の行為は効力を有しないことを定

めている。そのうえで，81条において，［ 2 ］は，法律，命令，規則または処

分が憲法に適合するか否かを決定する権限を有すること，99条において，
ｂ
天皇ま

たは摂政および国務大臣，国会議員，
ｃ
裁判官その他の公務員は，憲法尊重擁護義務

を負うことを定めている。

もっとも，憲法も時代の変化に対応する必要がある。そのため，日本国憲法

は，96条において，憲法改正手続を定めている。同条によれば，憲法を改正する

ためには，まず，衆参各院で総議員の［ 3 ］以上の賛成を得て，国会が国民に憲

法改正案を発議する必要がある。そのうえで，国民投票において国民の過半数の賛

成を得れば，憲法改正は成立する。憲法改正が成立した場合には，天皇が国民の名

において公布を行う。さらに，［ 4 ］年には，同条を具体化するため，
ｄ
国民投票

法が制定されるとともに，国会法が改正された。

なお，［ 5 ］，基本的人権の保障，
ｅ
平和主義という憲法の三大原理は，憲法改

正の限界にあたると理解されている。

（問1） 空欄1～5に入る最も適切な語句や数字を下記の〔語群〕から1つずつ選

び，マーク・シートにマークしなさい。

〔語群〕

① 裁判所 ② 2分の1 ③ 基本法

④ 2009 ⑤ 下級裁判所 ⑥ 人の支配

⑦ 2005 ⑧ 最高法規 ⑨ 4分の3

⑩ 国民主権 ⑪ 最高裁判所 ⑫ 3分の2

⑬ 民本主義 ⑭ 根本規範 ⑮ 2007

Ｍ 政治・経済
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（問2） 下線部ａの法律に関する次の①～④の記述のうち，誤っているものを1つ

選び，マーク・シートにマークしなさい。

① 国会は，国の唯一の立法機関である。

② 財産権の内容は，公共の福祉に適合するよう法律で定める。

③ 内閣総理大臣は，国会が可決した法案を拒否する権限を有する。

④ 内閣は，法律の規定を実施するための政令を制定することができる。

（問3） 下線部ｂの天皇に関する次の①～④の記述のうち，誤っているものを1つ

選び，マーク・シートにマークしなさい。

① 皇位は，世襲である。

② 天皇は，衆議院議長の任命権を有する。

③ 天皇の地位は，日本国民の総意に基づく。

④ 天皇は，日本国と日本国民統合の象徴である。

（問4） 下線部ｃの裁判官に関する次の①～④の記述のうち，誤っているものを1

つ選び，マーク・シートにマークしなさい。

① 裁判官は，自身の良心に従い，独立して職権を行使する。

② 下級裁判所裁判官は，任期を5年とし，再任されることができる。

③ 最高裁判所裁判官は，任命後初めて行われる衆議院議員総選挙の際，国

民の審査を受ける。

④ 裁判官は，裁判により，心身の故障のために職務を執ることができない

と決定された場合には，罷免される。

Ｍ 政治・経済
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（問5） 下線部ｄの憲法改正についての国民投票法と国会法の内容に関する次の①

～④の記述のうち，誤っているものを1つ選び，マーク・シートにマークし

なさい。

① 憲法改正原案は，衆議院においては議員100人以上，参議院においては

議員50人以上の賛成により各院に発議される。

② 憲法審査会は，憲法に関する議論を行うだけでなく，憲法改正原案の採

決も行う。

③ 国民投票の投票権は，満18歳以上の日本国民が有する。

④ 国民投票において，憲法改正案に対する賛成票が有権者総数の2分の1

を超えた場合には，国民の承認があったものとされる。

（問6） 下線部ｅの平和主義に関する次の①～④の記述のうち，誤っているものを

1つ選び，マーク・シートにマークしなさい。

① 日本国憲法は，9条において，全世界の国民は平和的生存権を有すると

定めている。

② 政府は，自衛隊は，自衛のための必要最小限度の実力にとどまるため，

憲法に違反しないと解釈してきた。

③ 政府は，海外での自衛隊の活動は，他国の武力行使と一体化しない限

り，憲法に違反しないと解釈してきた。

④ 最高裁判所は，砂川事件において，米軍駐留は一見極めて明白に違憲無

効であるとは認められないと判断した。

Ｍ 政治・経済
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